
簡易型一般競争入札（総合評価方式（業務特別簡易型Ⅰ型））の公告 

 

簡易型一般競争入札（総合評価方式（業務特別簡易型Ⅰ型））を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）

第167条の６および第167条の10の２の規定により次のとおり公告する。 

 

令和８年９月１７日 

 

滋賀県知事  三 日 月 大 造 

 

１ 入札に付する事項 

(1) 委託名称 令和８年度 第487-１号 湖岸緑地新海薩摩地区改修設計業務委託 

(2) 委託場所 彦根市南三ツ谷町ほか 

(3) 概要 公園実施設計（再整備）１.４ha 

(4) 委託期間 全体履行期間 契約締結日より５日以内の日から終期日まで 

実履行期間 業務開始日から２４０日間 

（ただし、令和８年１１月１３日までに業務を開始すること） 

(5) 予定価格 落札決定した後に速やかに公表する。なお、不調の際には非公表とする。 

(6) その他 本業務は、競争参加資格の確認申請時に技術提案等に関する資料を受け付け、価格以外

の評価項目と価格を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式の業務である。詳細

については、入札説明書による。 

また、本業務は余裕期間（契約締結日から業務開始日の前日までの期間）を設定した業務

であり、発注者が定めた一定の期間内において落札者が業務開始日を任意に設定すること

ができる業務である。 

 

２ 競争参加資格要件 

滋賀県建設工事等入札参加有資格者名簿（本公告の日において最新のもの）に登録されている者で、次に掲げる

全ての要件を満たすもののみが本入札に参加することができる。 

(1) 登録業種および部門な

らびに順位または評点 

１．建設コンサルタントの「造園部門」に登録されている者 

２．次の要件のいずれかに該当する者 

・滋賀県内に主たる営業所を有する者で建設コンサルタントの評点が２００点以上の者 

・滋賀県外に主たる営業所を有する者で建設コンサルタントの評点が２００点以上かつ

「造園部門」の共通順位が４１位から８１位までの者 

(2) 地域要件 ― 

(3) 配置予定技術者等の要

件 

管理技術者および照査技術者は、土木設計業務等共通仕様書に定める「滋賀県が

発注する土木設計業務における資格要件」のうち（県土整備部関係）の業務Ｂに対

応する技術者（部門指定：造園）を配置すること。 

「技術士」については、建設コンサルタント登録規程における造園部門の要件と同じ

く、建設部門（都市及び地方計画）または総合技術監理部門（都市及び地方計画）の

資格保有者で、造園部門に係る業務に関し実務の経験を有する者であること。ただ

し、実務の経験は、国または地方公共団体が発注した業務に限る。 

なお、管理技術者の重複業務数は、当該業務の履行期間（余裕期間制度適用業務

は実履行期間）において500万円以上の県発注実質（一時中止等を除く）業務３件ま

でとする。（ただし、現場技術業務は含まない。） 

(4) 参加する者に必要な   そ

の他の要件 ― 

(5) その他 詳細は、入札説明書による。 

 

 

 



３ 総合評価に関する事項 

(1) 

 

落札者の決定方法 

 

入札参加者は、価格および企業の能力等をもって入札に参加し、入札価格が予定価

格の制限の範囲内である者のうち、（２）総合評価の方法によって得られた数値（以

下「評価値」という。）の最も高い者を落札者とする。 

また、評価値の最も高い者が２者以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定する。 

(2) 総合評価の方法 入札説明書および入札説明書（別紙－１）のとおり 

なお、技術評価点の算出方法は、以下のとおりとする。 

技術評価点＝５０点×（技術評価の得点合計※／技術評価の配点合計） 

※技術評価の得点合計点＝（技術者の能力＋企業の能力） 

＋実施方針×履行確実性度 

 

４ 提出書類 

 提出書類 提出場所 備考 

(1) 誓約書（様式第イ－２号） 電子入札システム内 入札説明書４（２）のとおり。 

(2) 配置予定技術者リスト 電子入札システム内 入札説明書４（２）のとおり。 

(3) 評価点自己申告表（様式５） 電子入札システム内 入札説明書４（２）のとおり。 

(1)の誓約書提出と同時に「電子入札シス

テム」にて提出すること。同時に提出され

なかった場合は、無効とする。また、提出

後の再提出は認めない。 

(4) 目録 持参、ＦＡＸまたは電子メー

ルによる提出。提出先は５

(1)の場所とする。 

入札説明書４（３）のとおり。 

ＦＡＸまたは電子メールで提出する場合

は、提出先に着信確認を行うこと。 

(5) ２(3)における業務名、発注機関名、履

行期間、業務概要、発注者および受注

者双方の押印が確認できる資料また

は測量調査設計業務実績情報サービ

ス（ＴＥＣＲＩＳ）の登録内容が確認でき

る書類（２(3)の配置予定技術者等の要

件が確認できる内容であること） 

持参、ＦＡＸまたは電子メー

ルによる提出。提出先は５

(1)の場所とする。 

(4)に同じ。 

(6) 総合評価の評価項目に係る提出書類

については、入札説明書（別紙－１）の

とおり 

持参、ＦＡＸまたは電子メー

ルによる提出。提出先は、

５(1)アの場所とする。 

入札説明書４（３）のとおり。 

 

 

５ 入札日程等 

 手続等 期間等 場所等 

(1) 入札説明書等の閲

覧 

令和８年９月１７日から 

令和８年１０月９日まで 

ア 紙による閲覧 

滋賀県交通まちづくり部THEシガパーク推進課公園行政係 

〒520-8577 大津市京町四丁目１番１号 

TEL 077-528-4163  FAX 077-528-4906 

E-mail:nrb00@pref.shiga.lg.jp 

イ 電子による閲覧 

  ・入札情報公開システム内 

https://www.epi-

cloud.fwd.ne.jp/koukai/do/logon?name1=0620064006A00600 

(2) 設計図書の配付 (1)に同じ。 特記仕様書等については入札情報公開システムからダウ

ンロードにより取得すること。 

 

 



(3) 入札説明書等に関

する質問受付 

令和８年９月１７日から 

令和８年１０月５日まで 

の午前９時から午後４時ま

で（正午から午後１時まで

の時間帯を除く。） 

(1)アの場所に持参、ＦＡＸまたは電子メールにより提出する

こと。ＦＡＸまたは電子メールで提出する場合は、提出先に

着信確認を行うこと。 

(4) 入札説明書等に関

する質問回答の閲

覧 

(1)に同じ。 (1)イに同じ。 

(5) 競争参加資格確認

申請書等の提出 

令和８年９月１７日 

午前９時から 

令和８年１０月５日 

午後４時まで 

電子入札システム、持参により提出すること。なお、紙申請

承認を受けている者は(1)アに同じ。 

(6) 競争参加資格の確

認通知 

令和８年１０月６日 電子入札システム内 

(7) 紙入札への切替え

受付期間 

競争参加資格確認申請書

等の提出日から 

令和８年１０月９日まで 

(1)アの場所に持参、ＦＡＸまたは電子メールにより提出する

こと。ＦＡＸまたは電子メールで提出する場合は、提出先に

着信確認を行うこと。 

(8) 入札書受付期間 令和８年１０月８日 

午前９時から 

令和８年１０月９日 

午後４時まで 

電子入札システム内 

ただし、滋賀県建設工事等電子入札実施要綱第14条第２

項各号のいずれかに該当するため紙入札による場合は(1)

アの場所に持参すること。 

(9) 内訳書開封予定日

時 

令和８年１０月１３日 

午前９時００分 
－ 

(10) 開札予定日時 (9)に同じ。 － 

(11) 落札決定予定日時 令和８年１０月１６日 

午前９時００分 
－ 

(12) 競争参加資格がな

いことに対する説明

請求 

落札決定の日の翌日から

起算して３日以内 

(1)アの場所に持参、ＦＡＸまたは電子メールにより提出する

こと。ＦＡＸまたは電子メールで提出する場合は、提出先に

着信確認を行うこと。 

(13) 競争参加資格がな

いことに対する回答 

(12)の最終日の翌日から

起算して５日以内 
－ 

表中の期間等については、滋賀県の休日を定める条例（平成元年滋賀県条例第10号）第１条に規定する県の休日

（以下「休日」という。）を除く。また、時間帯の記載のないものについては、次のとおりとする。なお、翌日と記載がありそ

の日が休日に当たるときは、休日の翌日を指す。 

 

(1)紙による閲覧または申請 

午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までの時間帯を除く。）とする。 

(2)電子入札システム 

午前８時から午後10時までとする。 

(3)入札情報公開システム 

午前６時から午後11時までとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ その他 

(1) 郵便入札の取扱い   認めない。 

(2) 入札の無効 入札説明書５（３）または（５）に該当する場合 

(3) 落札者の決定方法 低入札価格調査制度を適用する。 

(4) 入札保証金       免除 

(5) 契約保証金       免除 

(6) 契約書作成の要否    要 

(7) 支払条件 ア  前金払 あり 

イ  部分払 あり 

(8) 特記事項        支払年度区分額の割合は次のとおりである。予算の都合により変更することがあ

る。 

令和８年度 約８０％ 

令和９年度 約２０％ 

余裕期間内は、監督職員との打合せ、現地踏査等を行ってはならない。ただし、社内

における担当技術者の選定等の準備は受注者の責において行うことはできる。 

(9) その他         詳細は、入札説明書による。 

 


